
（平成２３年６月15日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

京都厚生年金 事案 2494 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は株式会社

Ｂ）Ｃ工場における資格喪失日に係る記録を昭和 41 年 10 月１日に訂正し、

申立期間①の標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

             ② 昭和 54 年１月１日から同年９月 30 日まで 

    申立期間①については、昭和 31 年の入社から平成６年に退職するまで

Ａ株式会社に継続して勤務していたのに、転勤時、被保険者期間に 1 か

月の空白があるので訂正してほしい。 

    申立期間②については、異動前の標準報酬月額が昭和 53 年 12 月は 32

万円だったのに、異動後 54 年１月１日から同年９月まで 30 万円に下が

っている。この期間減給される理由もなく手続ミスか入力間違いと思わ

れるので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、株式会社Ｂの人事管理会社である株式会社Ｄが保

管する人事記録（申立人に係る「異動履歴情報」）及び雇用保険の記録から、

申立人がＡ株式会社に継続して勤務し（同社Ｃ工場から同社Ｅ工場に異動）、

申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

   なお、異動日については、株式会社Ｄが保管している上記「異動履歴情

報」により、申立人は昭和 41 年９月 30 日まではＡ株式会社Ｃ工場に勤務



                      

  

していたことが確認できることから、同社Ｃ工場における資格喪失日を同

年 10 月１日とすることが妥当である。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ工

場における昭和 41 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から３万 3,000

円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

株式会社Ｂは、「申立人に係る「異動履歴情報」のとおり届出を行い、保険

料を納付しない理由もないので納付も行っていると思われる。」と回答して

いるが、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無い。また、事業主が

資格喪失日を昭和 41 年 10 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事

務所（当時）がこれを同年９月 30 日と誤って記録することは考え難いこと

から、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は申立人に係る同年９月の厚生年金保険料の納入の告知を

行っておらず、（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付される保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

   申立期間②について、申立人は、申立期間②の直前に勤務していたＡ株

式会社Ｆ工場での標準報酬月額が 32 万円であったにもかかわらず、同社Ｇ

工場に異動後は 30 万円に下がっており、この期間減給される理由もなく、

標準報酬月額が下がることは考えられないと主張している。 

   しかし、株式会社Ｄに照会したが、申立期間当時のＡ株式会社の賃金体

系等は不明の上、賃金台帳等の関連資料も保管されていないため、申立人

の申立期間の報酬月額及び保険料控除額について確認することができない。 

   また、標準報酬月額の変動要因として、同僚の供述から通勤費及び事業

所規模別の地域手当が考えられるが、当時の申立人の居住地であるＨから、

異動前のＡ株式会社Ｆ工場と異動後の同社Ｇ工場までの通勤費を比較した

場合、同社Ｆ工場の方が、通勤費が高いことが確認できる。 

   さらに、同僚によれば、「同一地域であっても事業所の規模に応じて地域

手当にランクがあり、Ｇ工場よりもＦ工場のほうが規模は大きくランクが

高かった。」と供述している。 

   加えて、Ａ株式会社Ｇ工場に係る被保険者名簿を確認したが、申立人の

標準報酬月額等の記載内容に不備は無く、オンライン記録とも一致してい

る上、遡って標準報酬月額の訂正が行われた形跡も無い。 

   このほか、申立期間②について、申立人の主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当



                      

  

たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2495 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年６月１日から 35 年３月 16 日まで 

               （Ａ社） 

             ② 昭和 35 年３月 16 日から同年５月 24 日まで 

               （Ｂ株式会社） 

             ③ 昭和 35 年５月７日から同年９月６日まで 

               （株式会社Ｃ） 

             ④ 昭和 37 年９月５日から 38 年２月 28 日まで 

               （Ｄ株式会社） 

             ⑤ 昭和 38 年５月 20 日から 39 年９月１日まで 

               （Ｅ株式会社） 

             ⑥ 昭和 39 年 11 月５日から同年 12 月 26 日まで 

               （Ｆ社） 

             ⑦ 昭和 40 年２月１日から同年８月１日まで 

               （Ｅ株式会社） 

    申立期間の厚生年金保険加入期間は、脱退手当金を受給したことにさ

れているが、私は、脱退手当金を受け取った記憶が無いので、調査して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の最終事業所であるＥ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿において、申立人が記載されているページを含む前後 12 ページ



                      

  

に記載されている脱退手当金の受給要件を満たした女性被保険者 21人のう

ち、資格喪失日から６か月以内に脱退手当金が支給決定された者は３人で

あることが確認できる上、申立人の同社での厚生年金保険加入期間は、申

立期間⑤及び⑦を合わせても脱退手当金の受給要件である 24か月に満たな

い 22 か月であることを踏まえると、事業主が代理請求を行った可能性は低

いものと考えられる。 

   また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被

保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、昭和 35 年９月 16

日から 37年８月１日までの被保険者期間がその計算の基礎とされておらず

未請求となっているが、この期間は、申立期間②と同一事業所である上、

支給日以前の８回の被保険者期間のうち最も長い期間であり、申立人がこ

れを失念するとは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2496 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年 10 月 16 日から 42 年４月 16 日まで 

    私は株式会社ＡのＢ支店での厚生年金保険被保険者期間について脱退

手当金の支給を受けていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｃ年金事務所が保管する申立人の脱退手当金裁定請求書には、「受付 43.

３.22」、「支払済 43.５.６」の押印が有ることが確認できる。 

   また、申立期間に係る事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申

立人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱手」表示

が有るとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無いな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、当該裁定請求書によると、

未請求の被保険者期間に係る事業所名が記載されていないことが確認でき

るほか、未請求の被保険者期間と申立期間の被保険者期間とは別番号で管

理されており、当時、請求者からの申出が無い場合、別番号で管理されて

いる被保険者期間を把握することは困難であったことを踏まえると、支給

されていない期間が存在することに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2497 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年３月１日から 39 年８月１日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた申立期間の厚生年金保険加入期間は、脱退

手当金が支給済みとされているが、私は、脱退手当金を受給した記憶が

無いので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金支給額の算定のた

めに必要となる標準報酬月額等を社会保険庁（当時）から当該脱退手当金

の裁定庁へ回答した年月日である「回答済 40.１.11」の記載が有る。 

   また、申立期間に係るＡ株式会社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味する「脱」表示が有る上、申

立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険

被保険者資格喪失日から約６か月後の昭和 40 年２月 12 日に支給決定され

ているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2498 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年４月 21 日から 35 年１月１日まで 

               （Ａ株式会社 Ｂ所） 

             ② 昭和 35 年１月１日から 37 年８月 21 日まで 

               （Ｃ株式会社 Ｄ工場） 

    申立期間について、脱退手当金が支給済みとされているが、脱退手当

金を受領した覚えが無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月

後の昭和 37 年 12 月５日に支給決定されており、支給額に計算上の誤りは

無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間と

申立期間である被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、請求者

からの申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握する

ことは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在する

ことに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2499 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年７月 17 日から 42 年１月１日まで  

    Ａ株式会社（現在はＢ株式会社）Ｃ所に勤務していた申立期間の脱退

手当金が支給済みとの記録となっていることを知ったが、脱退手当金を

受給した覚えがないので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｄ年金事務所が保管する申立人の脱退手当金裁定請求書には、Ａ株式会

社Ｃ所に係る厚生年金保険被保険者期間について脱退手当金を請求したこ

とを示す、「受付 42.８.30 Ｄ社会保険事務所」、「現金 42.12.19 支払

済」の押印がある。 

   また、申立期間に係るＡ株式会社Ｃ所の健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱

手」表示が有る上、脱退手当金は、その支給額に計算上の誤りは無いなど

一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間と

申立期間である被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、請求者

からの申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握する

ことは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在する

ことに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2500 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年 11 月 30 日から 35 年４月 12 日まで 

             ② 昭和 35 年 12 月５日から 38 年５月 21 日まで 

    私は、株式会社Ａ及びＢ株式会社の脱退手当金を受給した覚えがない

ので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人は、株式会社Ａ及びＢ株式会社の厚生年金保険被保険者期間につ

いては、脱退手当金を受給していないと主張している。 

   しかしながら、脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保

険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 38 年９月 25 日に支給され、

申立人に係る厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支給されたこ

とを意味する「脱」の表示があるなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

   なお、申立人は申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別事業

所での厚生年金被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間と申立期間

である被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、請求者からの申

出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握することは困

難であることを踏まえると、支給されていない期間が存在することに不自

然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2501 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年 12 月 21 日から 37 年３月 31 日まで 

    申立期間について、脱退手当金が支給済みとされているが、脱退手当

金を受領した覚えが無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人欄には、脱退手

当金の支給を意味する「脱」の表示が有るとともに、申立期間の脱退手当

金の支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険の被保険

者資格喪失日から約５か月後の昭和 37 年９月３日に支給されているなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号払出日は、当該資格喪失日から約

14 年後の昭和 51 年４月８日であり、申立期間に係る事業所を退職した当

時、申立人の年金に対する関心が高かったことがうかがえない上、申立人

から当時の状況を聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人は、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別事

業所での厚生年金保険被保険者期間があるが、未請求の被保険者期間と申

立期間の被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、請求者からの

申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握することは

困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在することに

不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 2502 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年１月 18 日から 20 年 10 月１日まで 

    Ａ株式会社に勤務していた厚生年金保険被保険者期間について、脱退

手当金が支給済みとされているが、私には、脱退手当金を受給した記憶

が無いので、調査してほしい 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、短期脱退手当金が支給された

ことを示す「脱手 20.5 月 39 円 99 銭 21.７.19 法 49 条ノ３」等が記

載されている上、申立期間の脱退手当金支給額は、法定支給額に一致し、

厚生年金保険被保険者資格喪失日から約 10か月後の昭和 21年７月 19日に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、脱退手当金支給日の前に脱退手当金が未請求となっ

ている別事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、申立期間の被保

険者期間とは別の厚生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されており、

当時、別番号で管理されていた被保険者期間を把握することは困難であっ

たことを踏まえると、支給されていない期間が存在することに不自然さは

うかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 2503 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年９月１日から 38 年８月 31 日まで 

    申立期間について、脱退手当金が支給済みとされているが、脱退手当

金を受給した覚えが無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ年金事務所が保管する申立人に係る脱退手当金裁定請求書には、申立

期間に係る厚生年金保険の被保険者期間が記載されており、「受付 41.

８.27 Ａ社会保険事務所」、「小切手 41.12.15 交付済」の押印が確認で

きる。 

   また、株式会社Ｂに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の

欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」の表示が有る

とともに、その支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせ

る事情は見当たらない。 

   なお、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、当該裁定請求書によると、

未請求の被保険者期間に係る事業所名が記載されていないことが確認でき

るほか、未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者期間とは別の厚

生年金保険被保険者台帳記号番号で管理されており、当時、請求者からの

申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握することは

困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在することに

不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


